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第九章 知的財産権侵害の訴訟時効
第一節 中国法上の知的財産権侵害の訴訟時効
一 中国法上の規定
訴訟時効は、消滅時効とも称され、一定の期間内において権利を行使しないこ
とによってその請求権を消滅させる法律事実で
(１)
ある。民法通則によって確立され
た訴訟時効制度は、各国の民法訴訟時効制度と同様に、複数の訴訟時効期間すな
わち普通時効期間、特別時効期間及び最長時効期間を設けている。普通時効期間
は２年（民法通則第135条）、特別時効期間は 1年（民法通則第136条）、最長時効期
間は20年（民法通則第137条）である。
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(１) 王澤鑑『民法総則』（中国政法大学出版社、2001年、第１版）516頁。
中国における知的財産権訴訟は、普通時効期間及び最長時効期間の二種類の時
効期間に関連する。この二種類の時効期間の区別は、以下の通りである。１、時
効期間の算定時期が異なっている。普通時効期間は、権利者が侵害を知り、又は
当然知り得たはずの時から算定し、最長時効期間は権利が侵害された日から算定
(２)
する。２、中止、中断の規定を適用するか否かの点で、異なっており、普通時効
期間は、中止、中断の規定を適用するが、最長時効期間は適用し
(３)
ない。
最長時効期間が知的財産権訴訟において適用されていることは、従来からあま
り注目されていない問題である。実務では、すでに最長時効期間が適用されてい
るいくつかの裁判例がある。たとえば、康可倹が郵電部を訴えた著作権侵害事件
にお
(４)
いて、原告が訴えた被告の権利侵害行為は、最初実施したのは1957年である
が、1993年になってはじめて訴訟を提起したので、最長訴訟時効の規定を適用す
べきである。最高人民法院は、民法通則の施行前後に発生する権利侵害行為の訴
訟時効期間（最長時効期間を含む）の算定問題に対応するため、関連の司法解釈
の中でこのことを明確に
(５)
した。
二 ?明らかに知っている」又は「当然知り得た」場合の認定
知的財産権訴訟において、普通時効期間がよく適用されるため、その算定は、
常に争点となる。中国民法通則第137条の規定によると、普通時効期間は、権利
者が知っていた又は当然知り得たはずの時から算定する。一部の学者は、権利侵
害行為により生じた請求権の普通時効期間は、被害者が権利侵害行為及び権利侵
害者の存在を知った日から算定すべきであると主張
(６)
する。知的財産権分野では、
2000年改正特許法に先立って、訴訟時効の規定を改正する必要があった。つまり
権利侵害訴訟時効は権利侵害行為及び侵害者の存在を知った日から算定するよう
に改めるべきであった。なぜかというと、権利侵害行為を知ったとしても、すぐ
に権利侵害者を特定することができるわけではなく、権利侵害者を特定できなけ
れば、訴訟を提起することができないからで
(７)
ある。訴訟時効は、権利者が権利侵
害行為及び加害者の存在を知った日から算定すべきであるとの考えは、台湾の学
(２) 中華人民共和国民法通則137条。
(３) 最高人民法院「中華人民共和国民法通則を貫徹執行するうえでの若干の問題に関する意
見」（試行）175条。
(４) 北京市西城区人民法院（1993）西民初字第499号民事判決、北京市第一中級人民法院
（1995）中知終字第49号民事判決。
(５) 前掲注３、第165～67条。
(６) 梁慧星『民法総論』（法律出版社、1996年、第１版）245頁。
(７) 鄭成思主編『知識産権文叢』（第２巻）（中国政法大学出版社、1999年、第１版）所収の
関連学術論文を参照されたい。
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者の主張とも一致している。台湾民法第128条は、「消滅時効は、請求権が行使で
きる日から算定する」と定めており、やはり権利侵害者を特定できなければ、請
求権の行使をすることができないという考えである。中国で今後民法典を制定す
るとき、「権利侵害行為及び権利侵害者の存在を知った日」を普通時効訴訟期間
の算定日とすべきかどうかについては、検討を要する問題である。しかし、知的
財産権分野においては、権利侵害行為の存在を知ったが権利侵害者の存在を知ら
ないといった状況は、殆ど存在しない。特許分野では、特にそうであり、特許権
者はどのような地域であれ権利侵害行為を発見した場合、権利侵害者を簡単に特
定することができる。特許製品又は特許方法の実施地で権利侵害行為を発見した
場合、使用者は権利侵害者となる。特許製品の販売申立ての場合、販売申立て者
が権利侵害者となり、これにより類推することができる。中国2000年特許法改正
の際、権利侵害訴訟の時効の算定時間については改正しなかったが、確かに改正
の必要がなかったのである。
中国知的財産権実務において、権利が侵害されたことを知ることは、よく「明
知」（以下「明らかに知っている」とする）と称され、権利侵害を知るべきことは、
「応知（当然知り得たはず）」と称される。中国の裁判所は、民事紛争を処理する
際、積極的に訴訟時効を適用することがで
(８)
きる。しかし、このような状況はそれ
ほど多くなく、少なくとも知的財産権分野はそうである。訴訟時効は、法理上権
利者の権利行使に対する一種の制限であり、権利侵害者が有する重要な抗弁理由
でもある。したがって、実践では被告が訴訟時効問題を主張し、裁判所がそれを
審理する際、被告が原告の「明らかに知っている」又は「当然知り得たはず」に
(８) 理論上、消滅時効は、時効利益を享受する者の主張を経た後、はじめて裁判所がこれを
適用することができる（梅仲協『民法要義』（中国政法大学出版社、1998年、第１版）155
頁）。つまり、裁判所が消滅時効の積極的適用を禁止ためであり、これはローマ法の時効制
度の１つ重要な原則である（梁慧星『民法総論』（法律出版社、1996年、第１版）240頁）。
しかしながら、中国法では、この問題について異なる規定を有する。たとえば、民法通則第
135条、第137条の解釈によると、裁判所は、積極的に訴訟時効を適用すべきであると解され
ており、実践においてもこの考えを採用している。各国の法律は、訴訟時効は権利者の権利
行使に対する制限であると同時に、債務者がその義務を履行しないための最も重要な抗弁事
由の１つであると認めている。既述の訴訟時効の効力も、権利者が喪失したのは勝訴権に過
ぎず、その実体的権利が消滅したわけではないことを明らかにしている。しかし、裁判所が
積極的に訴訟時効を適用する場合は、権利者の実体的権利の行使が国家の強制力の保障を得
られない問題が生じ、債務者の訴訟時効の自然債務に対する履行は、良心に従うしかないこ
とになる。民事権利は、私権であり、平等な民事主体の間に存在するため、裁判所が平等な
民事主体に対する保護を行うときも平等に扱うべきであろう。したがって、裁判所が訴訟時
効を積極的に適用することになると、権利者の一方に不公平をもたらすことになるに違いな
い。
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対して証明責任を負う。「明らかに知っている」の証明は比較的容易である。た
とえば被告が以下の状況の１つを証明できれば、原告が権利侵害行為の発生を知
ったことを認定することができ、「明らかに知っている」ということになる。①
権利者が被疑侵害者と共同である「権利侵害行為」を実施した場合、②権利者が
被疑侵害製品を見たことがあり、又は購入若しくは受け取ったことがある場合、
③被疑侵害者が権利者に知的財産権の実施対価を支払った場合、④裁判所又はそ
の他の機関、個人が、権利者に対して権利を主張するように明確に告知した場合
で
(９)
ある。ただし、「当然知り得たはず」に対する判定は、争いのある問題である。
中国の学者の考えでは、「当然知り得たはず」は、一種法律上の推定であり、
実際上権利者が自己の権利が侵害されていることを知っているかどうかは関係な
く、客観的にそれを知る条件及び可能性が存在し、権利者の過失により、本来権
利が侵害されていることを知るべき立場にあるにもかかわらず知らなかった場合
も、法律上「当然知り得たはず」とみなす。たとえば、権利者が招待を受け発明
品展示会に参加し、特許権侵害製品が展示されているが、権利者がそれに気づか
なかったため、本来権利侵害製品を発見できたにもかかわらず、できなかった場
合、また権利侵害者がすでに新聞、テレビ、ラジオにおいて広告宣伝を行い、権
利侵害製品の技術内容を紹介したが、権利者がその広告宣伝を知らなかった場合
等において、特許権者は、侵害行為について「当然知り得たはず」立場にあると
認定すべきであろうと
(10)
する。この分析は、それなりに理にかなっているが、裁判
所による具体的な事件での「当然知り得たはず」の認定採用は、より厳しいよう
に思われる。たとえば、裴立等が山東景陽崗酒工場に対して著作権侵害を理由に
訴えた
(11)
事件では、被告が1985年「図書、雑誌の著作権の保護条例の試行条例実施
細則」第20条の「権利侵害の日を当然知り得たはず」を権利侵害行為が著作権者
所在地での公開の日とすることを根拠とし、以下のように主張した。つまり、
1980年に劉継 が創作した「武松打虎」の組画の中の第11枚を修正した後、製品
の瓶のラベルと包装として使用し、1989年に商標登録を行ったため、公示効力が
ある。さらに、1990年に参加した第一回中国酒文化博覧会及び1995年に人民大会
堂で行った「景陽崗陳醸」品評会について、メディアも報道を行ったため、原告
がすでに早い段階で権利侵害行為の発生について知っている又は当然知り得たは
ずの立場にあると認定すべきであるとして、原告が1996年に提起した訴訟は、す
でに訴訟時効が過ぎているとした。被告のこの抗弁理由は、採用されず、且つ二
(９) 拙著『知識産権実務及案例探析』（法律出版社、1999年、第１版）12～13頁。
(10) 程永順『専利訴訟』（専利文献出版社、1994年、第２版）134～135頁。
(11) 北京市海淀区人民法院（1996）海知初字第29号民事判決、北京市第一中級人民法院
（1997）一中終字第14号民事判決。
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審裁判所は、「図書、雑誌の著作権の保護条例の試行条例実施細則」は図書、雑
誌における著作権問題をルール化したものであるが、すべての著作権紛争を対象
とするわけではないとして、当該実施細則の中の「権利侵害の日を当然知り得た
はず」の規定は、本件に適用できないと判示
(12)
した。また、胡公石が文化芸術出版
社を訴えた著作権侵害
(13)
事件においても、訴訟時効が過ぎたことが被告の抗弁理由
の１つであった。つまり、被疑侵害著作である『標準草書指南』は、1991年に出
版され、それは草書界において１つの大きな出来をなし、1992年３月４日の「書
法報」第一版に当該書物の内容紹介及び出版情報を掲載された。標準草書界の
「大先輩」である標準草書社社長としての原告は、当該書物の出版を知るべき立
場にあったため、1996年５月２日に提起した訴訟の訴訟時効の期間は徒過してい
るとの主張がなされた。裁判所は、被告のこの主張について十分な証拠がないと
して、この抗弁理由を認めなかった。
上記の２つの事件において、被告は、原告が権利侵害行為の発生を「当然知り
得たはず」であること及び訴訟時効期間の徒過を理由に抗弁を行ったが、認めら
れず、そのため、「当然知り得たはず」の判定基準は問題として残さ
(14)
れた。「当然
知り得たはず」の判定基準を厳格化しすぎると、民法通則の「当然知り得たは
ず」の規定は形だけのものになってしまう。当該基準を緩めすぎると、権利侵害
者が法律の制裁から逃れてしまう。この点については、米国法上の規定が示唆的
である。米国法では、原告の提訴時期について２つの制限を設けている。すなわ
ち「ラッチェス（Laches）」（理由のない遅延）の法理及び訴訟時効制度である。
原告が正当な理由なしに権利行使の期間を遅延させることと訴訟時効期間の起算
点は同じであり、つまり原告が不法行為の発生を知っている又は当然知り得たは
ずの日から算定する。「当然知り得たはず」について、裁判所は基本的に擬制化
された「合理人」（Reasonable Person ）の基準を採用し、権利者に対してその権
利の保護について「合理的な注意義務」（Duty of Reasonable Diligence）を負うこ
とを要求する。原告と同じような立場にある者が、合理的な注意義務を履行した
(12) 筆者は、この判決の文言について異なる考えを持っている。1985年１月１日に施行され
た「図書、雑誌の版権の試行条例」第１条は、「文学、芸術及び科学作品の著作者の正当な
権利・利益を保障する」ことを目的の１つとして掲げている。また、第19条に規定する版権
侵害行為からみてもわかるように、当該条例及び実施細則は、図書や雑誌の出版に関する版
権の問題だけを規定しているのではないので、これを当該条例の中の「権利侵害の日を知る
べき」関連規定を適用しない理由にすることができないのではないかと思われる。
(13) 北京市第一中級人民法院（1996）一中知初字第９号民事判決。
(14) 筆者の考えでは、「明らかに知っている」及び「当然知り得たはず」に対する判断は、
個別事件の具体的な状況に応じて行うべきであり、ここでいう判断基準は、単なる１つの事
件において参照できる基準に過ぎず、必然的な拘束力があるわけではない。
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後、不法行為を発見することができる場合には、原告が権利侵害を知るべき立場
にあると認定することができる。このような状況において、原告が実際に権利侵
害の発生を知らなかったとしても、裁判所は、依然として権利侵害行為の発生を
知っていたと推定することになる。
筆者の考えでは、米国の裁判所は、「当然知り得たはず」について、「合理人」
及び「合理的な注意義務」によって判断する方法をとっており、説得力があり、
中国の司法実践においても参考にすべきである。
第二節 知的財産権への継続侵害の訴訟時効の問題
一 継続侵害の概念
継続侵害、又は継続侵害行為は、英文では、Continuing  Infringement,
Continuing Wrong,Continuing Tort,又は Continuing Tortious Actであるが、
権威の有る概念がまだ存在し
(15)
ない。知的財産権分野において、学界及び実務界の
知的財産権訴訟時効に対する研究が深まるにつれて、この概念が人々に注目され
ることになった。そこで、学者らの研究を参考にして、筆者は継続侵害を次のよ
うに定義する。すなわち、①同一の権利客体に対して継続して侵害を行う行為、
又は②行為が終了したがその効果が引き続き権利者に損害をもたらす侵害行為で
ある。たとえば、生産経営において、権利侵害商標を継続して使用する行為は、
この概念①の行為に当たる。他人の特許製品を無断で製造し、その製造行為が終
わったとしても、権利侵害製品が市場で販売されているのであれば、特許権者に
対する侵害が継続している状態（これは製造行為の効果である）にあり、この製造
行為は、概念②の行為に当たる。
継続侵害は、以下のような２つの特徴を有する。
１、権利者の同一の権利客体にもたらす侵害行為であり、たとえば同一の特
許、商標、著作又はトレードシークレットを侵害する行為である。もし同一の権
利者の異なる権利客体を侵害し、この種の侵害が継続して発生している場合は、
継続侵害行為は成立しない。たとえば、甲は、乙のA著作を侵害した後、乙の
B作品に対して侵害を行ったとしても、この連続している侵害行為は継続侵害を
構成しない。
２、権利者に対する侵害の効果が継続している。もしこの種の侵害効果がすで
になくなっていれば、後に被告がまた同様な侵害行為を実施したとしても、当該
(15) 筆者が内外の著書・論文などを調べた限りでは、「継続侵害」に関する定義は見当たら
ない。
早法86巻２号（2011）400
行為は、重複侵害（Repeat Infringement）であるに過ぎず、継続侵害ではない。
たとえば、1955年に無断で乙著作権を侵害する著作物を出版し、当該権利侵害著
作物は、1960年までの間にすべて販売してしまい、甲は、1987年に当該著作物を
再版したが、1955年及び1987年の権利侵害は重複侵害に過ぎず、継続侵害ではな
い。
知的財産権侵害は往々にして継続性を有する行為であるため、継続侵害は知的
財産権侵害の常態であるといえる。
二 継続的権利侵害の訴訟時効をめぐるいくつかの見解について
継続侵害期間において、権利者が明らかに知っている又は知るべき立場にある
が、侵害が発生してから２年過ぎた後に訴えを提起し、裁判所が積極的に援用し
又は被告が訴訟時効により抗弁を行った場合、裁判所は、権利者の訴訟請求権に
ついていかに処理すべきか。最高人民法院が関連の司法解釈を出す以前において
は、主に以下のいくつかの考えが存した。①侵害行為が継続し、権利者の権利が
侵害されている最中であれば、訴訟時効を適用してはなら
(16)
ない。②権利侵害者は
権利侵害を停止し、損害又は一部の損害を賠償しなければならない。③権利侵害
者は侵害を停止しなければならないが、しかし、損害賠償は行わない。④権利侵
害者は権利侵害の停止も、賠償もせず、権利者の訴訟請求を退けるべきで
(17)
ある。
三 現行法上の規定及び評価
(一）最高人民法院の「全国の一部の裁判所における知的財産権裁判実務につ
いての座談会の紀要」
1997年11月、最高人民法院は、全国の一部の裁判所における知的財産権裁判実
務座談会をはじめて開催し、継続中の知的財産権侵害の訴訟時効問題について、
列席者は、権利者が権利侵害の発生を知っている又は当然知り得たはずの日から
権利者が裁判所に訴訟を提起する日まで、すでに２年を超過する場合、裁判所は
単純に訴訟時効が超過したことを理由に権利者の訴訟請求を退けてはならない、
との考えを示した。すなわち当該知的財産権が法律の保護を受ける間は、裁判所
は、被告に対して権利侵害の停止を命じると同時に、侵害への損害賠償額は裁判
所に訴えを提起した日より遡って２年を基準とし、２年を超過した権利侵害の損
害については保護を与えないことにしたのである。最高人民法院は、公布した今
回の座談会の紀要においてこのことを明確に
(18)
した。当該紀要が公布されて以来、
(16) 王利明『民法新論』（上）（中国政法大学出版社、1988年、第１版）558頁。
(17) 第２～４の観点について、程永順『専利訴訟』（専利文献出版社、1994年、第２版）
137～138頁。第4の観点については、後述する。
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裁判所は、持続的権利侵害の訴訟時効問題について、この紀要にもとづいて執行
している。
(二）特許法についての最高人民法院の司法解釈
中国特許法の2000年の改正に応じて、最高人民法院は、2001年６月22日に「特
許紛争事件を審理するうえでの法律の適用問題に関する若干の規定」を公布
(19)
した。この司法解釈の23条で、特許権侵害の訴訟時効問題について規定を定めて
いる。つまり、特許権侵害の訴訟時効は２年であり、特許権者又は利害関係者が
権利侵害行為の存在を知っている又は当然知り得たはずの日から算定する。権利
者が２年を超過して訴訟を提起する場合、もし権利侵害行為が訴訟を起こした段
階においても継続しており、かつ当該特許権の有効期間内であれば、裁判所は、
被告に対して権利侵害行為を停止するように命じなければならず、損害賠償は、
権利者が裁判所に訴訟を起こした日から遡って２年前から算定する。この司法解
釈の規定は、最高人民法院会談紀要の関連規定と同じ趣旨である。このことか
ら、最高人民法院は商標権侵害や著作権侵害の訴訟時効問題に対しても類似の解
釈を示すだろう。
(三）評価
１、前述の最高人民法院の紀要及び司法解釈における継続侵害の訴訟時効につ
いての規定（以下まとめて「司法解釈」と称する）は、侵害停止請求権に訴訟時効
を適用しないことを明らかに
(20)
した。しかしながら、法理上、損害賠償請求権につ
いては訴訟時効を適用すべきである。継続的権利侵害行為については、権利者が
明らかに権利侵害行為の発生を知っている又は当然知るべき立場にあり、侵害が
(18) 最高人民法院「全国の一部の裁判所における知的財産権裁判実務についての座談会の紀
要」（1998年７月20日発布、法［1998］65号）。
(19) 2001年６月５日、最高人民法院裁判委員会第1179回会議採択、2001年７月１日から施
行、法釈［2001］20号。
(20) 学界では、訴訟時効の客体について、意見が分かれている。中国民法通則第139条の規
定によると、訴訟時効は、請求権にしか適用されない。請求権は、訴訟時効の客体であると
いえども、しかし、すべての請求権に訴訟時効を適用できるわけではない。中国民法では、
どのような請求に訴訟時効を適用できるか、あるいは適用できないかについて規定を設けて
いない。ある学者は、民法理論により以下のように区別している（本文テーマに関連する部
分だけ引用する）。すなわち権利侵害行為の訴訟賠償請求権により、物上請求権の中の財産
返還請求権及び原状回復請求権には、訴訟時効を適用する。物権的請求権（不法行為―訳者
補）の中の妨害排除請求権、危険除去請求権及び所有権確認請求権、あるいは権利侵害行為
請求権の中の侵害停止請求権、危険除去請求権、影響除去請求権には、訴訟時効を適用しな
い（梁慧星『民法総論』（法律出版社、1996年、第１版）242～243頁。
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発生してから２年後に訴訟を起こした場合、最高人民法院の上記の司法解釈によ
れば、訴訟を提起した日から２年前に遡って賠償額が算定されることになる。そ
れは、つまり、権利者の損害賠償請求権がこの期間において訴訟時効にかから
ず、最高人民法院が継続的権利侵害行為により複数の損害賠償請求権が生じてい
ることを認めていると推測でき、その中には訴訟時効を超過したものと訴訟時効
内のものとが含まれることになる。しかし、こうした解釈は、法理上の根拠を得
難い。
２、上記の司法解釈により、権利侵害が存続しさえすれば、権利者の権利侵害
停止請求権は永遠に保護を受けることになり、それは社会経済秩序の安定に不利
となるだけではなく、権利者が迅速に権利を行使するうえでも、事件の審理にと
っても不利となる。なぜかというと、流れていく時間は、被告の証拠集めに困難
をもたらすことになるからである。最長の時効期間は、権利侵害の発生日から算
定し、法律は、継続的権利侵害行為には適用しないと規定しているわけではな
い。しかし、上記の司法解釈により、権利侵害行為が継続しさえすれば、権利者
の侵害停止請求権及び訴訟前２年内の損害賠償請求権が永遠に保護されることに
なるのであるから、最長時効期間は、持続的権利侵害にとっては適用の余地がな
く、適用可能性がないことになる。
３、権利者の侵害停止請求権は、永遠に保護を受け、かつその損害賠償請求権
が一定の保護を受けることになるのであれば、「聡明な」権利者は、訴訟を提起
する最も良い時期を選択することができる。特に権利者の不当利得は賠償根拠と
することができるという前提の下、権利者が訴訟を提起する前に商務調査機関に
委託して被告に対して調査を行うことができ、被告の以前の２年間の営利状況を
調べることができる。権利者の起訴時期の選択は、被告にきわめて不公平をもた
らしかねない。特に、権利侵害行為がすでに10数年ないしさらに長い時間を継続
してから訴訟を起こしたが、被告がすでに大量の資金を投入し、生産規模を拡大
している場合は問題となる。こうしたやり方は、時には国家利益や社会公共利益
に損害を与えることになる。たとえば、無断で他人の美術作品を商標標記として
登録し、当該商標がすでに市場で10年以上使用され、高い知名度を有するだけで
なく、当該商標を使用した商品はすでに大きな輸出利益を得ている場合におい
て、権利者は、権利侵害の発生を明らかに知っている状況が数年を経た後漸く著
作権侵害訴訟を起こした場合、上記の司法解釈により、被告が必然的に侵害行為
を停止し、継続して当該商標を使用することができなくなる。しかし、その影響
を受けるのは、被告の利益だけではなく、国家利益ないし社会公共利益にも影響
を与えることになる。特に、権利侵害者が関連の知的財産権法律が公布される前
に実施した行為、又は故意でない権利侵害行為について、上記の司法解釈を適用
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して処理すると、結果は明らかに不公平となる。
第三節 継続的権利侵害訴訟の時効問題解決の構想
一 知的財産権に取得時効を適用することができるか否か
知的財産権に、取得時効を適用できるか否
(21)
かは、知的財産権侵害の訴訟にとっ
て重要な意義を有する問題である。周知のように、知的財産権侵害紛争におい
て、知的財産権の権利帰属問題は最初に解決すべき問題である。もし知的財産権
に取得時効を適用できれば、被疑侵害者が取得時効を援用し、事件に関連する知
的財産権の関連権利を取得したと主張することができ、原告の権利侵害の訴えを
完全に否定することができる。現行法の下、被告が提出した権利帰属の抗弁につ
いて、原告が訴訟時効の徒過を理由に否定することになるため、あらためて知的
財産権の権利帰属紛争に訴訟時効を適用すべきか否かの問題が生じる。中国の法
律では、訴訟時効が所有権確認請求権に適用できるか否かについて規定がない。
しかし、知的財産権の司法実務において、裁判所は、知的財産権の権利帰属紛争
に民法通則の普通訴訟時効期間の規定を適用すべきであるという立場に立ってい
る。北京鍋炉工場が 代明に対して特許権帰属紛争について訴えた事件は、その
一例で
(22)
ある。ある学者は、物権確認請求権が訴訟時効の制限を受けないという民
法の原理に基づき、本件の訴訟時効の適用について疑問を提起し、特許権の権利
帰属及び特許出願権の権利帰属紛争に訴訟時効を適用してはならないと指摘
(23)
した。中国民法通則第135条、137条の規定からみると、訴訟時効は、権利侵害が
生じる場合に適用すべきである。権利帰属紛争の本質を権利侵害紛争として理解
し、普通の訴訟時効期間を適用するのは、やや強引な感が否めない。しかも、実
体処理効果からいえば、真の権利者にとって不公平である。権利確認訴訟におい
て、真の権利者が２年内に訴訟を提起しなければ、喪失するのは事件に関連する
知的財産権の所有権である。しかし、権利侵害訴訟において、訴訟時効が過ぎれ
(21) 取得時効は、時効の一種であり、他人の不動産又は動産を占有し、一定の継続期間内に
おいて権利を行使することによって、当該権利を取得する法律事実である。取得時効と消滅
時効は、２つの異なる法律制度である。取得時効は、物権取得に関連する制度である。中国
民法通則は、取得時効について定めていないため、物権法において明らかにすべきである。
中国物権法草案建議稿第69条、第70条は、動産及び不動産の取得時効について「所有の意思
により、10年間平穏、公然かつ継続して他人の動産を占有する者は、他人の動産所有権を取
得する……」と規定している（2007年制定の物権法においては取得時効制度は採用されなか
った―訳者補）。
(22) 北京市高級人民法院（1994）高知終字第12号民事判決。
(23) 張暁都「論知識産権的時効」（下）電子知識産権（雑誌）、2000年第12期。
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ば、権利者が喪失するのは被告に対して権利侵害責任を追及する際の勝訴権を失
うだけであり、権利自体には影響を与えない。したがって、権利確認訴訟に訴訟
時効を適用することは、当事者に更なる重大な影響を及ぼすことになる。筆者の
考えでは、民法通則の規定及び民法の基本理論により、知的財産権の権利帰属紛
争における訴訟時効の適用については、慎重に対処しなければならず、少なくと
も２年の普通の訴訟時効期間を適用すべきではない。
中国物権法草案の建議稿の起草に伴い、学者の間では、知的財産権における取
得時効の適用可否問題について検討を行い、知的財産権帰属紛争の中の時効問題
の解決に新たな考えを示した。中国物権法草案建議稿は、第69条の立法理由にお
いて、特許権、著作権、商標権等の知的財産権に取得時効を適用することを明ら
かにして
(24)
いる。しかし、ある学者は、知的財産権の占有客体は唯一でなく、譲渡
することができず、公示方法も特別である等の面からみると、知的財産権に取得
時効を適用すべきでないと主張
(25)
する。
私見では、知的財産権に取得時効を適用することは可能であるが、その適用に
は一定の制限が必要である。民法理論によると、取得時効によって財産又は権利
を取得する際には３つの条件が要求される。すなわち①所有者の意思で財産権又
は権利を占有すること、②継続且つ平穏な占有であること、③占有物は必ず譲渡
できること、である。以下、この３つの条件により知的財産権を分析する。
まず、知的財産権の客体が唯一でないことにより、人々の知的財産権自体に対
する「準占有」を否定することができない。知的財産権の客体は、およそ情報と
概括することができる。これらの情報は、トレードシークレットを除けば、他人
が自由に接することができる。しかし、権利者しかこれらの情報に対して使用の
権利を有しない。知的財産権の占有客体が唯一でないことは権利の客体になるこ
との障害とならなければ、同様にこの特徴も人々の知的財産権に対する準占有の
実施を排除することができない。現実の生活において、知的財産権が公共財産と
なることができないのは、まさに権利者が準占有を実施した結果である。
また、知的財産権は権利主体による準占有の実施が可能である以上、他人が継
続的且つ平穏に準占有をなす可能性を排除することはできない。
さらに、多くの知的財産権は、譲渡可能である。中国では、特許権、商標権の
譲渡は法律によって明らかにして
(26)
おり、著作権における財産権の譲渡も改正著作
(24) 梁慧星『中国物権法草案建議稿―条文・説明・理由与参考立法例』（社会科学文献出版
社、2000年、第１版）236頁。
(25) 張暁都「論知識産権的時効」（上）電子知識産権（雑誌）、2000年第11期。
(26) 中華人民共和国専利法（2000）第10条第１項、中華人民共和国商標法（2001）第39条第
３項。
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権法によって認め
(27)
られ、トレードシークレットの譲渡においても法理上いかなる
障害も存在せず、人々は契約法の規定により技術移転契約を締結することが
(28)
でき、又はその他の契約によりトレードシークレットを譲渡することができる。
したがって、著作権の中の人格権を除き他の類型の知的財産権の譲渡は、法律に
よって許されている。著作権の中の人格権を譲渡できない理由として、通常人格
権は著作者の人格と分割できない権利であり、人格権の譲渡は道徳規範及び社会
公共利益に違反することになるからである。しかしながら、学者が指摘したよう
に、著作権の中の人格権は、通常の人格権の性質ほど厳格なものでなく、しかも
常に財産権と密接に関連しているため、場合によって著作者がそれを放棄し、他
人に行使させるか一定の範囲内で譲渡することがで
(29)
きる。
筆者は、知的財産権に取得時効を完全に適用すべきであると考える。しかしな
がら、取得時効を用いることには、一定の制限を付すべきである。取得時効は、
知的財産権の帰属紛争においてしか適用してはならず、権利帰属のない知的財産
権侵害紛争に適用してはならない。たとえば、特許権帰属紛争において、ある者
が所属単位の任務ではなく、所属単位の物質的技術条件も利用せずに発明創作を
完成したが、所属単位が特許を申請したとする。しかも所属単位は一貫して当該
特許権を行使しており、発明者が権利について主張したことがないまま10年余り
を過ぎてしまい、もし発明者が当該発明は職務発明でないから、特許権は個人に
属すると主張する場合、所属単位は取得時効により抗弁することができる。著作
権帰属紛争において、個人著作が法人著作又は職務著作とされてしまう場合は、
当該法人又は単位が一貫して当該著作物の著作権を行使し、かつ個人が異議を述
べず、取得時効の時期が終われば、裁判所は、法人又は単位が著作権をすでに取
得していると判示することができる。張徳生が中央電視台（テレビ局）を訴えた
著作権帰属及び権利侵害紛争事件は、その１つの典型的な事件を
(30)
なす。1978年、
中央電視台ニュース部で勤めていた張徳生が、中央電視台のために CCTVの標
記図案をデザインし、1979年から当該図案はずっと中央電視台により使用されて
きた。1998年、中央電視台が出版している雑誌「電視研究」第６期において、当
該図案の色彩に修正を加え、しかも張徳生が当該図案をデザインしたことを言及
しなかった。1998年10月、張徳生は中央電視台の責任者に手紙を出し、当該図案
の著作権は自分にあると主張したが、返事がなかったため、後に張徳生は訴訟を
起こした。一審裁判所は、当該標記を設計する具体的な背景、及び当時双方が事
(27) 中華人民共和国著作権（2001）第10条第３項。
(28) 中華人民共和国契約法第18章第３節。
(29) 韋之『著作権法原理』（北京大学出版社、1998年、第１版）94頁。
(30) 北京市海淀区（2001）海知初字第43号民事判決。
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実上形成した契約関係により、当該図案の著作権は中央電視台に属すると判示し
た。筆者は、この判決は決して不当な判決ではないと考える。しかも、仮に中国
物権法が既に制定され、知的財産権に取得時効を適用することが定められていれ
ば、当該標記図案の創作の完成とともに、著作権を創作者に属させる委託作品で
あったとしても、中央電視台は依然として取得時効を適用して、当該標記の著作
権を得たと主張することができる。指摘しておかなければならないのは、具体的
な知的財産権帰属紛争において、問題の知的財産権が原告に属するか被告に属す
るかは、社会公共利益に影響を与えないということである。たとえば、特許権が
付与された後、その保護の技術方案が既に開示され、社会公衆がすでに利益を得
ているのであれば、その特許権が甲に属するか乙に属するかに関係なく、社会公
衆が当該特許を実施しようとするとき、許諾する必要がある。つまり、社会公共
利益は、決して権利帰属の変更で影響を受けることがない。
しかし、知的財産権侵害紛争において、知的財産権者と何らかの関連（たとえ
ば、双方に委託関係や雇用関係が存在する）を有する被告が取得時効を適用して、
知的財産権の所有権を主張することはできない。その理由は、以下の通りであ
る。
第一、被疑侵害行為は、事件に関連する知的財産権に対する不法使用であり、
継続占有あるいは準占有ではない。占有者又は準占有者として、事件に関連する
財産又は権利を行使することができるだけではなく、他人の占有又は準占有に対
する妨害を制止することもできる。たとえば、前述した張徳生の事件において、
中央電視台は、当該標記を使用することができるだけではなく、他人が無断で当
該標記を使用する行為に対して、それを制止し責任追及することができる。しか
し、被疑侵害者は、事件関連の知的財産権に対していかなる権利も有しないた
め、他人の権利侵害行為に対する制止又は追及することができない。
第二、一部の知的財産権の公示方法により、権利侵害者が取得時効を主張する
ことができない。知的財産権の中の特許権、商標権は、出願や登録等の一定の手
続きにより獲得される。特に特許、商標の公告は、以下のような公示効力を有す
る。①権利の所有者を表明し、②権利保護の具体的な範囲を明らかにする。この
ほか、権利を付与する部門は、特許権者あるいは商標権者に特許証書や商標証書
を発行して権利の所有者であることを証明する。権利を獲得した後、この権利を
継続して所有するため、特許権者又は商標権者は、依然として一定の義務を履行
しなければならない。たとえば、特許権者は、毎年特許管理部門に一定の料金を
支払う必要があり、商標権者は、商標の有効期間満了の前に継続の登録手続を行
う必要がある。権利者が義務を履行し、権利侵害者が取得時効により権利を取得
するのであれば、理屈上も法律上も公平を欠く。しかも特許権者、商標権者がそ
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の義務を履行する行為自体は、権利行使の行為であり、被疑侵害者にはこれらの
行為を実施する権利も方法もないはずである。
第三、知的財産権の行使は、社会公共の利益に関係するため、権利侵害行為が
当該利益に影響を及ぼす可能性がある。商標権及び著作権はその典型である。商
標の基本的な機能は、認知機能であり、企業間の商品又はサービスを区別する機
能である。商標の主な機能は、品質保証の機能を有し、消費者が経験したことに
よりその品質や特徴を知っている製品又はサービスに対して識別でき、再び同様
な商標が付いている商品の購入又は同様な商標を有するサービス受けることがで
きるように保証する機能で
(31)
ある。商標のこの２種類の機能は、消費者利益への保
護を体現し、ある種の重大な社会公共利益をなす。したがって、商標の譲渡につ
いて各国の法律は一定の制限を設けている。たとえば、中国商標法は、登録商標
の譲渡人及び譲受人が譲渡契約を締結する場合、譲渡人は当該登録商標の商品品
質をも保証しなければならず、この種の譲渡は、商標局の許可及び公告を経なけ
ればならず、譲受人は公告の日から商標権を享受する、と規定して
(32)
いる。また、
米国法は、商標はその代表企業の商業信用・名誉と一緒に譲渡しなければならな
いと規定
(33)
する。米国の一部の裁判所は、この規定について商標譲受人は譲渡人の
有形資産を取得し、当該商標の象徴となる企業の商業信用・名誉も一緒に譲渡さ
れていることを証明しなければならないと
(34)
する。現在、多くの裁判所は、もし商
標譲渡人と譲受人の製品又はサービスと実質上類似しているのであれば、商標譲
渡書類には商標と共に商業信用・名誉を譲渡することを記載し、有形資産の譲渡
を行う必要はないとして
(35)
いる。法律が商標譲渡を制限する目的は、消費者が誤認
し又は詐欺を受けないようにするためである。権利侵害者が取得時効を通じて商
標権を取得するのであれば、法律は、当該者に対して当該商標を使用する商品又
はサービスの質を保証するように促すことができず、消費者に当該商品又はサー
ビスの出所について混乱をもたらし、社会公共利益を損なうことになる。また、
著作権領域においても同様で、もし権利侵害者が取得時効によりある著作物の著
作権を取得した場合は、権利取得者が元の著作者の署名を改ざんし、作品の内容
を修正することができ、社会公衆の当該著作物に対する通常利用が妨げられ、社
会公共利益に損害をもたらすことになる。
(31) 劉春田『知識産権法』（中国人民大学出版部、2000年、第１版）232～233頁。
(32) 中華人民共和国商標法（2001）第39条。
(33) 15U.S.C.?1060.
(34) PepsiCo,Inc.v.Grapette Co.,416F.2d 285(8?Cir.1969)
(35) Sugar Busters LLC v.Brennan,177F.3d 258(5?Cir.1999).
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二 英米法上のラッチェス（Laches）法理からの示唆
(一）「ラッチェス」法理の概念及び構成要件
?ラッチェス」法理とは、原告が不当に訴訟を先延ばし被告に損害をもたらし
た場合、その金銭損害賠償請求ないしすべての訴訟請求が裁判所により棄却され
る法理のことで
(36)
ある。
?ラッチェス」の構成要件は、以下の２つである。
１、合理的でない遅延（Unreasonable Delay）
この要件は、知的財産権者が合理的なでない遅延によって訴の時期を先延ばし
することを指す。合理的でない遅延は、個別事件の具体的な状況によって判断す
る。裁判所は、一部の事件において、原告の訴訟が合理的でない遅延を構成する
と推定することができる。たとえば、特許事件において、米国裁判所は、特許法
における賠償金額の時期制限についての規定に
(37)
より、原告が権利侵害行為が発生
してから６年後に訴訟を提起した場合、それは合理的でない遅延を構成すると推
定した事例がある。また、ある商標権侵害事件において、米国第２巡回控訴裁判
所は、原告がニューヨーク州法律に規定する６年の訴訟時効期間内に訴訟を提起
せず、「ラッチェス」の成立を推定
(38)
した。裁判所が「合理的でない遅延」又は
「ラッチェス」の推定を行った後、原告側に被告の「ラッチェス」の抗弁がなぜ
成立しないのかについての証明責任転換が生じる。
合理的でない遅延の期間は、知的財産権者がそれを知った日、又は合理的な勤
勉義務あるいは勤勉な調査義務（Duty of Diligent Inquiry）を行った後に権利侵
害行為の発生を当然知り得たはずの日から算定する。たとえば、ある特許権侵害
事件において、裁判所が、もし特許権者がある製品又は設備の中で特許に相似す
る技術を使用していることを知っていると認定する場合、特許権者はさらに当該
製品又は設備について調査し、特許権を侵害しているどうかを判断する義務を有
する。もし特許権者がこの義務を怠った場合、「ラッチェス」の期間中に生じた
リスクを負う必要が
(39)
ある。当被疑侵害製品が印刷・広告あるいは展示会を通じて
販売
(40)
され、又は当該被告がその製品を業界全体に紹介した場
(41)
合は、原告がその権
(36) Environmental Defense Fund,Inc.v.Alexander,614F.2d 474(5?Cir.1980).
(37) 35U.S.C.?286.
(38) Gilson,Trademark Protection & Practice,?8.12,2000.
(39) Odectics Inc.v.Storage Technology Corp.,919F.Supp.911,38USPQ2d1873(E.D.
Va.1996).
(40) Person v.Central Ill.Light Co.,210F.2d352,356,100USPQ285,288(7?Cir.1954).
(41) A.R.Mosler& Co.v.Lurie,209F.346.371(2d Cir.1913).
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利侵害行為の発生を当然知り得たと推定しなければならない。つまり、特許権者
は、販売、販売勧誘、発行、公開使用あるいはその他の容易に気付かれる権利侵
害活動について、たとえ実際には知らなくても、それらの行為が発明者の専門領
域において広範な影響をもたらした場合、権利侵害の発生を知っていたと推定さ
れる。特許権者の不注意あるいは権利侵害行為についてわざと知らないふりをし
ていることを、「ラッチェス」の法理を回避する口実としてはなら
(42)
ない。商標権
侵害紛争においても、裁判所は原告に対して自己の権利について合理的な注意義
務（Duty of Reasonable
(43)
Diligence）を負うと認定することができ、被告がある商
標の使用を公開し、原告がこれを知らないことについて合理的な理由を示せなけ
れば、原告は被告の使用について当然知り得たはずである（Imputed Knowledge）
と認定さ
(44)
れる。
もし被告が、原告が訴訟を提起する時間を先延ばしたことを証明し、あるいは
裁判所が、原告が合理的でない遅延を構成すると認定した場合、原告は自己の遅
延には合理的な理由があることを以て反論できる。つまり、この場合の遅延は諒
解可能な遅延である。諒解可能な遅延は、商業あるいは法律上の原因によるもの
であるが、不注意でもたらされた遅延ではない。たとえば、原告がしばしば主張
しかつ裁判所に諒解されうる遅延理由は、双方が紛争について交渉を行っている
ことで
(45)
ある。訴訟が遅延している間に、原告が積極的にその他の権利侵害者の責
任を追及することも諒解可能な遅延とみなすことがで
(46)
きる。
２、被告が損害を受けた場合
被告は、原告の不合理的な遅延を証明するほかに、原告の不作為による状況変
化（change in position）や被告が受けた損害の証明責任を
(47)
負う。特許権侵害領域
において、被告にもたらす損害は２種類に分けることができる。１つは証拠上の
損害（Evidentiary Prejudice）である。つまり、被告の特許権侵害訴訟に対する
抗弁の能力を妨害することである。たとえば重要な証人の死亡、記憶が薄れるこ
(42) A.R.Mosler& Co.v.Lurie,209F.346,371(2d Cir.1913).
(43) W.E.Bassett Co.v.Scholl Mfg.Co.,388F.2d1014,156U.S.P.Q.244(C.C.P.A.
1968).
(44) Georgia-Pacific Corp.v.General Paper Corp.of Pittsburgh,196U.S.P.Q762(T.
T.A.B.1977).
(45) Chandon Champagne Corp.v.San Marino Wine Corp.,335F.2d531142U.S.P.Q.
239(2d Cir.1964).
(46) Loma Linda Food Co.v.Thompson& Taylor Spice Co.,279F.2d522,126U.S.P.
Q.261(C.C.P.A.1960).
(47) Land O’Lakes Creameries,Inc.,v.Oconomowoc,221F.Supp.576,139U.S.P.Q.
11(E.D.Wis.1963),aff’d 330F.2d 667,141U.S.P.Q.281(7?Cir.1964).
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と及び書類の紛失等を含む。裁判所は、通常この種の損害を認
(48)
める。２つ目は、
経済上の損害である。被告が原告の訴訟遅滞期間内での投資及び業務拡大にもた
らす影響で
(49)
ある。商標権侵害事件において、裁判所が認める最も一般的な状況変
化の例は被告が大量の資金を費やし当該商標を宣伝したことで
(50)
ある。被告が使用
した商標が既に商業上の信用・名誉が生じた場合も、裁判所は状況変更がすでに
生じていると認定
(51)
する。
(二）「ラッチェス」の抗弁成功による効果
もし被告が原告の「ラッチェス」を理由として抗弁に成功すれば、商標権侵害
紛争では、通常２種類の効果が生ずる。①一般的な場合、原告は、訴えの遅滞の
期間において、いかかる賠償も得ることがで
(52)
きず、裁判所は、原告の不作為によ
って原告の受けたいかなる損失をも否
(53)
定し、又は「何もせずにただ立っている原
告が被告の商業努力の中から利益を獲得させるわけにはいかない」との観点に
(54)
より、原告の賠償請求を退けることができる。しかし、原告は依然として差止救
済を得ることができる。②もし被告が原告の不作為により、自らの行為が権利侵
害にならないと確信し、事件に関連する商標について巨額な資金を投入して宣伝
を行った場合、原告は、如何なる救済も得られず、商標権侵害訴訟が退けられる
ことに
(55)
なる。しかし、特許権侵害事件において、「ラッチェス」の抗弁成功の効
果は、特許権者がその訴え提起前の権利侵害行為について賠償を得られないとい
うことにすぎず、訴え提起後の権利侵害行為については、特許権者は依然として
損害賠償及び差止救済を得ることができる。もし被告が「エクイティ上の禁反
言」（Equitable Estoppel）の抗弁を提出し裁判所の支持を得た場合、特許権者は
いかなる救済も得ることができない。特許権侵害訴訟において、「エクイティ上
の禁反言」の構成要件は３つある。①権利者が通常事実真相を明らかに知ってい
るが、言動又は沈黙を以て、権利侵害者に情報を与え誤認させる場合（たとえ
(48) Giese v.Pierce Chemical Co.,29F.Supp.2d 40,49U.S.P.Q.2d at 1505.
(49) Potash Co.of America v.International Minerals& Chem.Corp.,213F.2d153,101
USPQ246(10?Cir.1921).
(50) Standard Oil Co.v.Standard Oil Co.,252F.2d65,116U.S.P.Q.176(10?Cir.1958).
(51) University of Pittsburgh v.Champion Products Inc.,686F.2d 1040,215U.S.P.Q.
921(3d cir.1982).
(52) Loma Linda Food Co.v.Thompson& Taylor Spice Co.,279F.2d522,126U.S.P.
Q261(C.C.P.A.1960).
(53) Vantage Mercantile v.New Trends,Inc.,183U.S.P.Q.304(T.T.A.B.1974).
(54) Clinton Dtergent Co.v.Procter& Gamble Co.,302F.2d745,133U.S.P.Q.520(C.
c.P.A.1962).
(55) 同注38、?8.12。
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ば、原告が権利侵害者に対して特許権侵害訴訟を提起しない場合）。②権利侵害者が
当該誤認を導く情報を信頼した場合。③権利者が後に権利を主張する行為が、そ
の以前の行為とは一致せず、権利侵害者に重大な損害をもたらした
(56)
場合。以上か
ら、「エクイティ上の禁反言」と「ラッチェス」の区別が見て取れる。米国商標
法には、特許法上の「エクイティ上の禁反言」の原則に類似する原則、すなわち
「黙認する」（Acquiesce）原則が存在する。当該原則は、原告が同意又は明示若
しくは黙示の方法を以て被告に権利主張をしないと保証し、後に当該被告に権利
を主張した場合、その訴えが退けられる原則を指す。
(三）「ラッチェス」の法理と訴訟時効制度の関連及び区別
１、両者の関係
⑴ ?ラッチェス」の法理は、訴訟時効制度と同様の目的を有する。「ラッチェ
ス」の法理は、なぜ原告の訴えの提起について、時間的に制限を行うのかという
と、エクイティ裁判所は、良知に違反し又は社会公衆に不便をもたらしたことに
ついて決して積極的に救済を行うことなく、権利者が時間の流れに任せて自らの
権利の上で居眠りしているとき、そのような古い請求に対して救済を与えないか
らで
(57)
ある。英米法上、訴訟時効の基本的な目的は、原告が証拠及び証人がない状
況下で古い訴訟請求を提出することを阻止する狙いがあり、そもそもこの種の訴
訟請求に対する抗弁が困難又は不可能であるため、訴訟時効はまた社会公共の利
益を体現しているとい
(58)
える。
エクイティと法律が合体する前は、原告がエクイティ上の救済を求めるとき、
通常法律上の救済（Legal Remedy）に適用される訴訟時効制度は、この種の救済
に適用されなか
(59)
った。「ラッチェス」の法理は、最終的にコモン・ロー裁判所に
受け入れられ、法律とエクイティの一体化に伴い、当該法理は、連邦裁判所が救
済を与えるときに従う法理の１つとな
(60)
った。つまり、原告に法律上の救済を与え
ない理由とすることができる。
⑵ ある法律は、訴訟時効問題についての規定がない場合、「ラッチェス」の法
理により、この空白を埋めることができ、裁判所は、原告が「ラッチェス」が成
立するか否かを判断するとき、その他の法律における訴訟時効又は賠償額の時間
制限についての規定を参照し、「ラッチェス」について推定することができる。
(56) A.C.Auberman Co.,v.R.L.Chaides Construction Co.,960F.2d 1020,22U.S.P.
Q.2d 1321(Fed.Cir.1992).
(57) Smith v.Clay.3Brown Ch.638,29Eng.Reg.743(1767).
(58) Addsion v.state,21Cal.3d 313,146Cal.Rptr.224,578P.2d 941.
(59) Environmental Defense Fund,Inc.v.Alexander,614F.2d 474(5?Cir.1980).
(60) 同上。
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たとえば、米国商標法は、訴訟時効問題について規定してない。当該法律が明ら
かにしている立法趣旨によると、「ラッチェス」抗弁の制限を受けることを除き、
原告は、当該法律により随時訴訟を提起することがで
(61)
きる。各州の法律が規定し
ている訴訟時効の規定は、米国連邦商標法とは関係がないものの、連邦裁判所
は、以下の２種類の状況において州法における訴訟時効の規定を適用することが
できる。①連邦商標法により、虚偽広告についての訴訟を提起しているとき、原
告が州法に規定する訴訟時効内で訴えた場合、請求が退けられることになる。②
裁判所は、州法に規定する訴訟時効期間により、原告がラッチェス訴訟を構成す
るか否かを判断
(62)
する。米国特許法第286条は、損害賠償についての期間制限
（Time Limitation on
(63)
Damages）を設けており、法律に他に規定がある場合を除
き、特許権者は訴訟提出する前の６年間に発生している権利侵害しか賠償を獲得
することができない。当該法律は、訴訟時効問題についても規定してい
(64)
ない。特
許権侵害紛争において、裁判所は、しばしばこの６年の時間制限規定により、原
告の「ラッチェス」が成立するか否かを判断する。
２、両者の違い
⑴ エクイティ上の「ラッチェス」の法理は、法律上の訴訟時効と異なり、主
に原告が訴えを提起するときにおける許しがたい懈怠に関連するものであり、も
しその申立てを認めれば、被告に損害を与えてしまい、不公平をもたらす問題で
(65)
ある。訴訟時効は、法律により明確になっている期間であり、たとえば６年又は
３年等、権利者が違法行為の発生を知った又は当然知り得たはずの日から算定す
る。しかし、「ラッチェス」について、裁判所が考えているのは、原告の懈怠を
認める理由、原告の申立てを認める場合には不公平をもたらすかどうかである。
原告の懈怠期間の長さについては、明確な規定がない。
⑵ もし法律が訴訟時効について明確に規定している場合、被告は一般に訴訟
時効の抗弁しか提出できず、「ラッチェス」の抗弁を提起することはできない。
たとえば、米国著作権法は、３年の訴訟時効期間を規
(66)
定し、当該期間は、権利
者が権利侵害行為の発生を知った又は当然知り得たはずの日から算定
(67)
する。もし
(61) De Mert& Dougherty.Inc.v.Chesebrough-Pond’s,Inc.,348F.Supp.1194,175U.S.
P.Q.460(N.D.Ill.1972).
(62) 同注 38,?8.12.
(63) 35U.S.C.A.?286.
(64) 国内では、米国特許法のこの規定は、訴訟時効に関する規定であるという間違った考え
がある。
(65) Dobbs,Handbook on Law of Remedies,43(1973).
(66) 17U.S.C.A.?507(b).
(67) Wood v.Santa Barbara Chambers of Commerce,Inc.,507F.Supp.1128,1135(D.
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被告がその権利侵害行為について詐欺的な隠蔽を
(68)
行い、又は原告の立場に立つ合
理人が権利侵害行為の発生を気づくことができない場合は、訴訟時効期間を算定
してはならないと解すべきで
(69)
ある。つまり、著作権者は、自己の権利が他人によ
り侵害されているか否かについて、ある種の合理的な注意義務（Reasaonable
 
Diligence）を負っている。継続的に著作権を侵害する行為について、一部の裁判
所は、「ローリング訴訟時効」理論（“Rolling Statute of Limitation”Theory）、す
なわち継続的侵害行為が３年の訴訟時効期間内において発生しているのであれ
ば、原告はすべての侵害行為に対し、賠償及びその他の救済を主張することがで
(70)
きる。しかし、一部の裁判所の考えでは、３年の訴訟時効期間前の権利侵害行為
については、原告は賠償を獲得することができ
(71)
ない。この２つの考え方のうち、
現在のところ、後者が多数説であると思わ
(72)
れる。
米国「統一トレードシークレット法」（1979年）もまたトレードシークレット
侵害の訴訟時効について、３年としており、権利者が気づき、あるいは合理的な
注意義務を尽くした後に侵害を気づき得たはずの日から算定しなければならず、
トレードシークレットに対する継続的侵害行為は、１つの請求権をもた
(73)
らす。米
国の多くの州が、この法律を参考にして州のトレードシークレット法を制定する
とき、訴訟時効の期間はそれぞれの州の状況に応じて規定を異にするが、基本的
にこの条文をそのまま採用している。たとえば、イリノイ州トレードシークレッ
ト法第７条は、５年の訴訟時効期間を設けて
(74)
いる。
米国著作権法及び多くの州のトレードシークレット法は、訴訟時効を規定して
いるため、著作権やトレードシークレットの侵害事件において、被告が「ラッチ
ェス」を用いて抗弁する例はあまりない。
英米法上の「ラッチェス」の法理は、われわれに権利者が自己の権利保護につ
いて善管注意義務を負うことについて示唆を与えてくれる。裁判官は、擬制的な
「合理人」基準により、原告の訴訟遅延行為を認めることができる理由を有する
か否かを認定する。もし原告の訴訟遅延行為に正当な理由がなく、かつ被告や社
会公共利益に損害をもたらした場合、裁判官は、自由裁量権を用いて原告への救
Nev.1980).
(68) Kregos v.Associated Press,3F.3d656,661(2d Cir.1993),cert.denied,510U.S.1112
(1994).
(69) Taylor v.Merick,712F.2d 1112(7?Cir.1983).
(70) 同上。
(71) Roley v.New World Pictures,Ltd.,19F.3d 479(9?Cir.1994).
(72) この見解は、継続侵害の訴訟時効問題における最高人民法院の対応と一致している。
(73) 1979Uniform Trade Secret Act,?6.
(74) Illinois Trade Secrets Act,1988,?7.
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済方法を慎重に判断することになろう。たとえば、原告の被告に対する侵害停止
の申立てを認めないとか、損害賠償請求について時間的な制限を与えるとか、す
べての訴訟請求を棄却することができる。
三 中国における継続的権利侵害の訴訟時効問題についての
合理的な解答
上記の内容を踏まえ、知的財産権の継続的な権利侵害の訴訟時効について定め
ている司法解釈の規定の不十分さを克服するために、筆者は以下のように考え
る。
１、原告が訴えた継続的な権利侵害行為について、被告が権利の帰属について
抗弁を提起した場合、たとえば、前述の張徳生事件について、取得時効により被
告が当該知的財産権の所有権を取得しているか否かを判断することができる。し
かしながら、継続的な権利侵害紛争において、もし原告、被告が争いの対象であ
る知的財産権の帰属について争わなければ、被告は、継続的な権利侵害行為によ
り当該知的財産権の所有権を獲得することはできない。もちろん、この種の方案
の実施は、中国物権法で知的財産権の取得時効適用をどのように規定するかにか
かっている。
２、原告が権利侵害行為の発生を知りながら、あるいは当然知り得たはずの日
から２年を経てはじめて訴訟を提起した場合、もし原告がその訴えについて合理
的な説明をすることができれば、当該説明の根拠理由が訴訟時効の停止及び中断
をもたらすに足りない場合であっても、裁判所は、原告の侵害停止の訴訟請求を
認めるべきである。妨害排除請求権は、訴訟時効の客体ではないからである。た
だ、原告の訴える前の権利侵害の損害賠償請求権は却下すべきである。損害賠償
請求権は、訴訟時効の客体に属し、原告が訴えを提起する前の損害賠償請求権は
すでに訴訟時効を過ぎているため、認めるべきではない。原告の被告に対する、
影響の除去・謝罪を求める訴訟申立については、原告の訴訟遅延行為自体が、原
告が悪い影響を受け、あるいは精神上の損害を受けたことを否定したものとみな
され、したがって認められない。この種の方法は、権利者が迅速に権利を行使
し、訴訟時効制度の根本目的を実現するのを促すものである。
３、原告が、権利侵害行為の発生を知った、あるいは当然知り得た日から、長
年、極端な場合20年を経てからはじめて訴訟を提起し、それについて合理的な説
明ができず、しかも被告の立場からみると、すでに状況が大きく変化し、たとえ
ば被告の商業規模が大きくなり、無断で他人の作品を使用した被告の商標がすで
に大きな商業信用・名誉を獲得しているような場合には、原告の訴訟請求を退け
るべきである。この場合、原告は、すでに被告による原告の作品の使用を黙示許
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諾しているとみなされる。この種の許諾は非独占的であり、無償かつ撤回できな
いものである。もちろん、中国の裁判所は、この種の判決を出すとき、法律上の
障害に直面することになる。中国の裁判官は、英米法国家の裁判官のように良心
（conscience）または「社会福祉」（public convenience）といったエクイティ上の
原則により判断することができない。しかし、彼らは中国民法上の基本原則、た
とえば公平原則、誠実信用原則及び権利濫用禁止原則によって紛争を解決するこ
とができる。裁判所は、この問題を処理するとき、社会公共利益の保護の問題も
考えなければならない。この点は、とりわけ商標権侵害、不正競争及び著作権侵
害紛争において重要である。
たとえば、商標権侵害事件において、たとえ大きな自由裁量権を有する米国の
裁判官であっても、「ラッチェス」の法理を適用し、被告に有利な裁決を下せる
かどうかは、なかなか予見できない問題でもある。「ラッチェス」は、エクイテ
ィ上の法理として、裁判官に対して以下のような抵触要素について衡量すること
を要求する。つまり、ラッチェスの期間及び性質、被疑侵害者が原告の不作為に
どれほど依存しているのか、権利侵害が故意であるか否か、原告の商標の強弱、
公衆の誤認可能性、及び救済を与える場合あるいは与えない場合の当事者双方に
もたらす損害等の要素で
(75)
ある。特に、差止救済について、人々はある種の誤解、
すなわち商標権侵害事件において「ラッチェス」は差止救済を妨げないという誤
った認識を抱いている。確かに、社会公衆が誤認を受けない利益は、被告の「ラ
ッチェス」の抗弁の利益の上にあるとはいえ、裁判所は、往々にして原告の「ラ
ッチェス」により差止命令を出さないことにしている。何故かというと、社会公
衆を守ることは裁判所が考える要素の１つに過ぎないからで
(76)
ある。また、裁判所
は、訴訟遅延行為の重大性及び被告にもたらす損害を衡量する一方、権利侵害の
性質及び差止命令を出さないことにより原告にもたらす損害をも考慮することに
して
(77)
いる。原告の訴訟遅延期間が長ければ長いほど、裁判所は、被告の当該商標
の継続使用を差し止めない可能性が大きい。原告の訴訟遅延は、原告が当該商標
の排他的使用を放棄する証拠とすることができる。この種の遅延は被告に大きな
損害をもたらす可能性があるため、裁判所が差止命令を出すことにより生じた不
正義が社会公共利益を守るという正義より遥かに大きくなる可能性があると思わ
(78)
れる。
(75) 同注38、?8.12。
(76) 同注38、?8.12。
(77) James Burroughs,Ltd.V.Sign of the Beefeater,Inc.,572F.2d574,197U.S.P.Q.
277(7?Cir.1978).
(78) Baker v.Simmons Co.,307F.2d 458,134U.S.P.Q.266(1?Cir.1962).
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中国の裁判所は、商標権侵害紛争を処理するとき、上記の米国裁判所のやり方
を参考にして、原告の権利・利益を守ると同時に、公平の原則から、被告の正当
な権利・利益及び社会公共利益を保護する必要がある。
同様に、著作権侵害訴訟において、原告が正当な理由なく訴訟を遅延した場
合、権利侵害行為が著作権の中の人身権、あるいは社会公共利益を侵害した場合
を除き、裁判所は、被告が当該作品を継続使用するのを禁止しないこともあり得
る。たとえば、被告が無断で当該美術作品に対して簡単な修正を行ったが、この
種の修正が単に当該作品を商標として使用しやすくするためであって、社会公共
の利益に影響を与えていない場合がそれにあたる。被告が当該商標についてすで
に大量の投資を行い、当該商標が、すでに大きな市場知名度を有する場合、裁判
所は、被告の当該作品に対する継続使用を差し止めてはならない。もちろん、こ
の種の判決結果は、原告の著作について「強制許諾」を行ったに等しいと思われ
るかもしれない。しかし、もし事件全体の事実からみると、必ずしもそうではな
い。原告は、すでに被告が自己の著作を使用しているにもかかわらず、権利の主
張を行わない場合、被告に対して著作権の権利行使を放棄しており、被告の使用
行為に対して黙示許諾をなしているとみなすことができよう。前述したように、
権利者が意識して訴訟の時期を選択する場合、原告は権利侵害行為の発生を明ら
かに知っていながら、被告が巨額な利益を得ようとするときにはじめて訴訟を起
こしたのであれば、原告の権利濫用を構成すると認定し、裁判所は、訴訟時効の
徒過を理由にその訴訟請求を退けることができる。
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